
■実施状況                                            ＜令和８年３月時点＞

交付限度額 5466 万円

うち令和７年度 交付決定額 2766 万円（51%）

うち令和８年度 交付決定額 ―円（―%）

残額 2700 万円（49%）

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）

生活者支援 

◆檜原村物価高騰対策⽀援事業 事業費：５,７３０万円 ※食料品特別加算を活⽤

食料費等の購⼊のための地域振興券（使⽤期限：令和８年１⽉末まで）を住⺠⼀人あたり３万円分発⾏。

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について 

東京都檜原村 



No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
③消費下支え等を
通じた生活者支援

物価高騰対策臨時プレミアム付デジ
タル商品券発行事業

①物価高騰が続くなかで、消費者の家計支援を目的とし
て、プレミアム付デジタル商品券事業を実施し、電力・ガ
ス・食料品等の価格高騰に苦しむ消費者の家計を支援す
るとともに地域経済の活性化も図る。
②デジタル商品券購入した消費者へのプレミアム分30％
を付与
③デジタル商品券発行見込み数4,700セット×5,000円×還
元率30%＝7,050千円
④プレミアム付デジタル商品券を購入した消費者

R7.4 R8.3

2
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

物価高騰対策支援事業

①物価高騰が続くなかで、消費者の家計支援を目的とし
て、村内で利用できる地域振興券を発行し、電力・ガス・食
料品等の価格高騰に苦しむ消費者の家計を支援するとと
もに村内商店等の活性化も図る。
②住民へ配布する地域振興券
③地域振興券30,000円×1,910人（全人口）＝57,300千円
※うち29,643千円は一般財源
④檜原村に住所を有する全住民（※基準日有り）

R7.7 R8.3

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


